
徳島市中小企業振興基本条例

平成26年12月25日

条例第47号

徳島市は，美しい水と緑に恵まれた徳島県の政治・経済・文化の中心都市で

ある。江戸時代から明治時代にかけては，藍産業の興隆により，全国的にも有

数の商業都市へと発展した。太平洋戦争における空襲によって市街地の大半が

焼失したが，戦後は，市民の旺盛な復興意欲により，近代的な都市へと変貌を

遂げ，多様で活力ある産業が育まれてきた。

その中にあって，中小企業は，市内企業の大多数を占め，地域の経済と市民

の雇用を支えるとともに，地域に根差した活動を通じてまちづくりに貢献し，

地域社会の担い手として，徳島市の発展と市民生活の向上をもたらしてきた。

しかし，近年，経済のグローバル化や国際分業の進展により国境を越えた企

業間競争が激化しているほか，少子社会の到来に伴い，今後，国内における市

場規模の縮小や労働力人口の減少が見込まれるなど，中小企業を取り巻く環境

は厳しさを増しており，これまで地域社会を支えてきた中小企業の活力の低下

が懸念されている。

このような状況の下で，中小企業が成長発展し，これからも徳島市の発展を

けん引するとともに，事業を持続的に発展させていくことにより，自立的で個

性的な地域社会の形成に重要な役割を果たしていくためには，中小企業者自ら

が経営革新や新たな事業の創出，経営基盤の強化などに積極的に取り組むとと

もに，徳島市，中小企業団体，大企業者その他中小企業に関わる全てのものが

中小企業の重要性や社会的役割を認識し，中小企業がその持てる力を最大限に

発揮し得るよう，社会全体で支援していくことが必要である。

ここに，中小企業の振興を市政の重要課題として位置付け，社会が一体とな

って中小企業の振興に取り組むため，この条例を制定する。

（目的）

第１条 この条例は，市の中小企業の振興に関し，基本理念及び市の施策の基

本となる事項を定めるとともに，市の責務，中小企業者等の努力，大企業者

等の役割等を明らかにすることにより，中小企業の振興に関する取組を総合

的に推進し，もって地域経済の健全な発展及び市民生活の向上に寄与するこ

とを目的とする。

（定義）



第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各

号に定めるところによる。

⑴ 中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１

項各号のいずれかに該当する者で，市の区域内に事務所又は事業所を有す

るものをいう。

⑵ 小規模企業者 中小企業基本法第２条第５項に規定する小規模企業者で，

市の区域内に事務所又は事業所を有するものをいう。

⑶ 中小企業団体 徳島商工会議所，国府町商工会及び商店街振興組合，中

小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）第３条第１

項に規定する中小企業団体その他中小企業の振興を目的とする団体で，市

の区域内に事務所を有するものをいう。

⑷ 大企業者 中小企業者以外の事業者で，市の区域内に事務所又は事業所

を有するものをいう。

（基本理念）

第３条 中小企業の振興は，次に掲げる事項を基本として行われなければなら

ない。

⑴ 中小企業者の創意工夫が生かされること。

⑵ 中小企業者の経営の改善及び向上に対する自主的な努力が助長されるこ

と。

⑶ 経済的社会的環境の変化への適応が円滑化されることにより，中小企業

者の多様で活力ある成長発展が図られること。

⑷ 市，国，県，中小企業団体，大企業者，金融機関，大学及び市民の間の

連携が図られること。

⑸ 市の区域内における地域資源の活用及び商取引の拡大が図られることに

より，地域経済の循環が促進されること。

⑹ 小規模企業者が，地域の特色を生かした事業活動を行い，地域における

経済の安定並びに地域住民の生活の向上及び交流の促進に寄与するととも

に，将来における市の経済及び社会の発展に寄与するという重要な意義を

有するものであることに鑑み，独立した小規模企業者の自主的な努力が助

長されることを旨として，小規模企業者の活力が最大限に発揮されるよう

小規模企業者の事業活動に対する事業環境が整備されること。

（市の責務）



第４条 市は，前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり，中

小企業の振興に関する施策を総合的に策定し，及び実施しなければならない。

２ 市は，中小企業の振興に関する施策を総合的に策定し，及び実施するに当

たっては，中小企業の実態を把握するとともに，中小企業者及び中小企業団

体の意見を反映するよう努めなければならない。

３ 市は，工事の発注，物品及び役務の調達等を行うに当たっては，予算の適

正な執行及び透明かつ公正な競争の確保に留意しつつ，中小企業者の受注の

機会の確保に努めなければならない。

（中小企業者等の努力）

第５条 中小企業者は，経済的社会的環境の変化に適応するため，自主的に経

営の革新及び経営基盤の強化に努めなければならない。

２ 中小企業者は，事業活動を行うに当たっては，市の区域内における連携を

重視し，市の区域内において生産，製造又は加工される物品を取り扱い，及

び市の区域内で提供されるサービスを利用するよう努めるものとする。

３ 中小企業者は，地域社会を構成する一員としての社会的責任を認識し，地

域社会との調和を図り，より豊かで住みやすい地域社会の実現に貢献するよ

う努めるものとする。

４ 中小企業団体は，その活動を通じて，中小企業者の経営の改善及び向上そ

の他中小企業の振興に努めなければならない。

（大企業者の役割）

第６条 大企業者は，中小企業の振興が地域経済の発展に果たす重要な役割を

理解するとともに，中小企業者が自らの事業活動の維持及び発展に欠くこと

のできない重要な存在であることを認識し，中小企業者との連携及び協力に

努めるものとする。

２ 大企業者は，事業活動を行うに当たっては，市の区域内における連携を重

視し，市の区域内において生産，製造又は加工される物品を取り扱い，及び

市の区域内で提供されるサービスを利用するよう努めるものとする。

（金融機関の役割）

第７条 金融機関は，円滑な資金供給並びに経営に関する相談及び助言を行う

ことにより，中小企業者の健全な発展に協力するよう努めるものとする。

（大学の役割）

第８条 大学は，産学官の連携による取組が中小企業の振興にとって重要であ



ることに鑑み，中小企業者が基本理念の実現に向けて取り組む事業活動への

協力，人材の育成並びに研究及びその成果の普及に努めるものとする。

（市民の理解及び協力）

第９条 市民は，中小企業の振興が地域経済の発展及び市民生活の向上に果た

す重要な役割を理解し，中小企業者の健全な発展に協力するよう努めるもの

とする。

２ 市民は，市の区域内において生産，製造又は加工される物品を消費し，及

び市の区域内で提供されるサービスを利用するよう努めるものとする。

（施策の基本方針）

第１０条 市は，次に掲げる基本方針に基づき，中小企業の振興に関する施策

を講ずるものとする。

⑴ 中小企業者の経営の革新及び創業を促進すること。

⑵ 中小企業者の経営基盤の強化を促進すること。

⑶ 中小企業者の経済的社会的環境の変化への適応の円滑化を促進すること。

⑷ 中小企業の振興に関する市民の理解を深め，協力を促進すること。

⑸ 小規模企業者の経営の状況及び成長発展の状況に応じ必要な考慮を払う

こと。

（児童及び生徒の勤労観等の醸成）

第１１条 市は，児童及び生徒の勤労観及び職業観の醸成を促進するため，小

学校での職場見学，中学校での職場体験，高等学校における主体的な進路設

計に向けた学習等働くことの意義を実感できる体験活動等の充実に努めるも

のとする。

２ 中小企業者は，前項の体験活動等の充実に協力するよう努めるものとする。

（財政上の措置）

第１２条 市は，中小企業の振興に関する施策を推進するため必要な財政上の

措置を講ずるよう努めるものとする。

（中小企業振興対策委員会）

第１３条 中小企業の振興対策の樹立及び中小企業の振興に関する施策の推進

に係る事項を調査審議するため，徳島市中小企業振興対策委員会（以下「委

員会」という。）を設置する。

２ 委員会は，委員１５人以内で組織する。

３ 委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。



⑴ 市議会の議員

⑵ 関係行政機関の職員

⑶ 関係団体の役員

⑷ 学識経験のある者

４ 委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任

期間とする。

５ 委員は，再任されることができる。

６ 前各項に定めるもののほか，委員会の組織及び運営に関し必要な事項は，

規則で定める。

（実施状況の公表）

第１４条 市長は，毎年度，中小企業の振興に関する施策の実施状況を取りま

とめ，公表するものとする。

（委任）

第１５条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，平成２７年４月１日から施行する。

（徳島市附属機関設置条例の一部改正）

２ 徳島市附属機関設置条例（昭和２８年徳島市条例第５号）の一部を次のよ

うに改正する。

（「次のよう」は省略）

（経過措置)

３ 前項の規定による改正前の徳島市附属機関設置条例第２条の規定により置

かれた徳島市中小企業振興対策委員会（以下「旧委員会」という。）は，第

１３条第１項の規定により設置された委員会となり，同一性をもって存続す

るものとする。

４ この条例の施行の際現に旧委員会の委員である者は，この条例の施行の日

に，第１３条第３項の規定により委員会の委員として委嘱されたものとみな

す。この場合において，その委嘱されたものとみなされる者の任期は，同条

第４項の規定にかかわらず，同日における旧委員会の委員としての任期の残

任期間と同一の期間とする。


